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協会では、近年激甚化・広域化しつつある自然災害に対する支援活動に、社会資本整備に関わ

る知見と知識を提供できる専門家集団として、積極的に取り組んでいる。 

 
5-2-1 災害時支援活動に向けて 

（1）災害時行動計画 

協会では、1995（平成 7）年 1 月の阪神淡路大震災、2011（平成 23）年 3 月の東日本大震災、

2016（平成 28）年 4 月の熊本地震等の地震災害、その他地域で発生した豪雨・土砂災害・火山噴

火災害等を教訓として、社会の要請に応え、迅速に復旧・復興を図ることを目的として、災害発

生時に協会が組織的に行う行動等を定めた「災害時行動計画」を策定している。本行動計画に基

づき、暴風、豪雨、豪雪、高潮、洪水、津波、地震、噴火及びその他の異常事象により生じる社会

基盤の被害拡大を防ぐとともに、災害復旧に向けた組織的対応を行うこととしている。 

 

（2）災害時対応演習 

協会では、「災害時行動計画」(2016（平成 28）年 6 月 15 日改訂)に基づき、災害時に円滑に行

動できるよう毎年災害時対応演習を行っている。2025（令和 7）年度も 9 月 1 日に本部及び全支

部が一斉に演習を実施した。演習後には、伝達様式、伝達ツールなどの改善点を議論し、次年度

の演習に反映することとしている。 

 

（3）支部の災害協定  

支部では、1996（平成 8）年度から国や地方公共団体との災害協定を順次締結（表 5-2-1）して

きており、災害時には災害協定に基づき支援活動を実施している。 

 

表 5-2-1 支部における災害協定締結機関一覧（2026（令和 8）年 3 月 31 日現在） 

支部名 災害協定締結機関 （記載順序は建制・協定締結順） 

北海道 北海道開発局 

東 北 
東北地方整備局、宮城県、青森県、福島県、秋田県、山形県、岩手県、（公財）岩手県土木技術振興協会、東日本高速道路(株)

東北支社、（公社）宮城県建設センター、仙台市 

関 東 

関東地方整備局、東京国道事務所、神奈川県、埼玉県（県・下水道局・企業局）、山梨県、千葉県、茨城県、東京都（都・建設

局・港湾局）、栃木県、神奈川県道路公社、渋谷区、相模原市、秦野市、野田市、中日本高速道路㈱（八王子支社・名古屋支

社・東京支社）、（独）水資源機構、首都高速道路㈱ 

北 陸 北陸地方整備局、新潟県、富山県、石川県、新潟市、長岡市、柏崎市、見附市、胎内市、中日本高速道路㈱（金沢支社） 

中 部 
中部地方整備局、愛知県、静岡県、岐阜県、名古屋市、中日本高速道路㈱(名古屋支社・東京支社)、名古屋港管理組合、名古

屋高速道路公社、三重県、（独）水資源機構（中部支社） 

近 畿 

近畿地方整備局、兵庫県（土木部及び県道路公社・農政環境部）、中日本高速道路㈱（金沢支社・名古屋支社）、阪神高速道路

㈱、京都市、CIVIL3（関西地質調査業協会、滋賀県測量設計技術協会、大阪府測量設計業協会）、（一財）近畿市町村災害復旧

相互支援機構、（独）水資源機構関西（吉野川支社）、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構鉄道技術センター 

中 国 
中国地方整備局、鳥取県、広島高速道路公社、広島県及び 23 市町、広島県道路公社、本州四国連絡高速道路㈱ 坂出管理・し

まなみ尾道管理センター  

四 国 四国地方整備局、本州四国連絡高速道路(株)（鳴門管理センター、坂出管理センター、しまなみ今治管理センター） 

九 州 
九州地方整備局、内閣府沖縄総合事務局、熊本県、熊本市、北九州市、西日本高速道路㈱（九州支社）、福岡北九州高速道路

公社、（独）水資源機構筑後川局 

５－２ 災害時支援活動 
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（4）「災害協定」の締結 

2025 年度において新たに東北支部では、仙台市との災害協定を 2025（令和 7）年 11 月 10 日

に締結した。関東支部では、野田市との災害協定を 2025（令和 7）年 10 月 31 日に、秦野市とは

2025（令和 7）年 12 月 23 日に締結した。中国支部では、本州四国連絡高速道路（株）との災害

協定（従来の坂出管理センターに、しまなみ尾道管理センターを追加）を 2025（令和 7）年 4 月

23 日に締結した。四国支部では、本州四国連絡高速道路（株）との災害協定（従来の鳴門管理

センター及び坂出管理センターに、しまなみ今治管理センターを追加）を 2025（令和 7）年 5 月

20 日に締結した。 

 

5-2-2 2025（令和 7）年度の災害時支援活動 

（1）【東北支部】2025（令和 7）年 9 月豪雨災害 

１）災害の概要 

 2025（令和 7）年 9 月 2 日から前線の影響により、秋田県を中心に記録的な大雨となり、秋田

県能代市、仙北市、北秋田郡上小阿仁村及び南秋田郡五城目町に災害救助法が適用されるなど

大きな被害をもたらした。 

２）「災害協定」に基づく対応状況 

この大雨の影響により、秋田県内を中心に河川、道路等の災害が多数発生し、当支部と締結

している「災害協定」に基づき、東北地方整備局や秋田県等から応援要請が相次ぎ会員企業が

対応した。 

なお、この災害への支援対応に対して、2026（令和 8）年 3 月 24 日に秋田県建設部長から災

害対策功労者として表彰された。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

写真 5-2-1 道路災害調査の様子            写真 5-2-2 河川災害調査の様子 
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（2）2025（令和 7）年度の災害時支援活動実績  

2025（令和 7）年度の災害支援活動実績は、表 5-2-2 に示すとおりである。 

 

表 5-2-2 (1/2) 2025（令和 7）年度の災害時支援活動 

対応 

支部 
災害原因 依頼機関 

依頼

件数 
日付及び支援内容 

北海道 該当なし 

東 北 

豪 雨 

東北地方 
整備局 1 件 9/ 2:河川被災状況調査・航空写真撮影等 

秋田県 4 件 

8/26:河川の被災状況調査・応急対策の設計等 
9/16:北秋田市市道６路線 ８箇所 

災害査定に向けた調査・測量・設計業務等 
9/16:北秋田市河川２河川 ２箇所 

災害査定に向けた調査・測量・設計業務等 
9/30:二級河川の被災状況調査・被災流量及び雨量確率の検
討・洪水氾濫解析等 

青森県 2 件 9/ 1:一般国道の被災状況調査・復旧工法設計等 
9/10:河川の被災状況調査・要因の解明・対策工法設計等 

岩手県 1 件 11/17:被災港湾施設の調査・測量、資料作成等 

地すべり 秋田県 1 件 11/25:被災道路の代替路及び新設橋梁の設計等 

雪 崩  

宮城県 1 件 12/17:道路法面崩落個所の調査・測量、設計等 

山形県 1 件 1/21:道路法面崩落個所の調査・測量、設計等 

岩手県 1 件 2/19:道路路肩崩落個所地盤亀裂の調査・評価等 
橋梁亀裂 宮城県 1 件 12/25:亀裂発生個所の調査・測量、設計等 
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表 5-2-2 (2/2) 2025（令和 7）年度の災害時支援活動 

 

 

 

 

 
 
 

対応 

支部 
災害原因 依頼機関 

依頼

件数 
日付及び支援内容 

北 陸 

融雪 新潟県 3 件 
5/9：道路上のり面崩壊に関わる調査・復旧設計 
7/9：道路路肩の崩壊に関わる調査・復旧設計 
2/27：道路下斜面の崩壊に関わる調査・復旧設計 

豪雨 
新潟県 11 件 

8/8：道路下斜面の崩壊に関わる調査・復旧設計 ほか 2 件 
8/8、8/13：道路上斜面の崩壊に関わる調査・復旧設計 
8/18：道路路肩の崩壊に関わる調査・復旧設計 
8/18：道路下斜面の崩壊に関わる調査・復旧設計 
8/21：河川護岸の損傷に関わる調査・復旧設計 ほか 1 件 
8/21：道路上のり面の崩壊に関わる調査・復旧設計 
9/24：道路上斜面の崩壊に関わる調査・復旧設計 
10/3：道路下斜面の崩壊に関わる調査・復旧設計 
10/9：道路下斜面の崩壊に関わる調査・復旧設計 ほか 3 件 
10/21：砂防堰堤の切土のり面崩壊に関わる調査・設計 
11/4：斜面崩壊によるシェッド損傷に関わる調査・設計 
11/11、11/25：道路下斜面の崩壊に関わる調査・復旧設計 

富山県 1 件 8/8：道路上のり面の崩壊に関わる調査・復旧設計 
  

波浪・風浪 新潟県 4 件 
1/19、1/26：緩傾斜護岸の損傷に関わる調査・復旧設計 
1/26：波返し擁壁の損傷に関わる調査・復旧設計 
2/27：緩傾斜護岸の損傷に関わる調査・復旧設計 

老朽化 新潟県 4 件 

4/8：送水管破断により崩壊した斜面に関する安全性調査 
6/11：シェッド頂版の損傷に関わる補修設計 
8/5：橋梁伸縮装置の損傷に関わる補修設計 
11/13：シェッドのコンクリート剥落に関わる緊急点検及び対

策工設計  

その他 
新潟県 2 件 6/24：斜面崩壊に関わる調査・対策工設計 

2/27：道路舗装に発生した亀裂に関する原因調査 

富山県 1 件 4/1：能登半島地震護岸復旧工事における対策工検討 

関 東 

下水管破損
による道路

陥没 埼玉県 1 件 7/22：道路陥没事故伴う道路占用物件の復旧計画及び施工計画
策定業務（発注者支援業務） 

中 部 該当なし 

近 畿 該当なし 

中 国 該当なし 

四 国 該当なし 

九 州 該当なし 




